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会計

国際財務報告解釈指針委員会

（IFRIC）は、2009年１月に解釈指針

第18号（IFRIC第18号）「顧客からの

資産の移転 （TransfersofAssets

fromCustomers）」を公表した。本

解釈指針は、2009年７月１日以降の

取引から将来的に適用される。本稿

では、論点、コンセンサス及びその

根拠を適用例を交えて紹介したい。

IFRIC第18号は、企業（例えば、

電力会社など）が顧客（例えば、不

動産開発会社）から有形固定資産

（例えば、川下の変電施設）を受け

取り、その見返りに、送電ネットワー

クへの初期接続サービスの提供及び

（又は）物品又は役務（例えば、電

気）の供給に必要なネットワークへ

の継続的アクセスを顧客に与える場

面において、資産の移転（Trans-

fer）を譲受けする企業（電力会社）

に適用される解釈指針である。

典型として、電気・ガス・水道・

通信のようなインフラ型公共事業セ

クターに適用されるが、プリンシプ

ルベースのIFRSsゆえ、適用される

業種は制限されないことに注意が必

要である。

顧客からの資産の移転の会計処理

について、実務上、IFRS（特に、

IAS第18号収益）に対して多様な解

釈がみられたことから、本解釈指針

は次の論点を明確化している。

・ 資産の定義を満たす状況

・ 当該資産の認識及び当初認識の

際の取得原価の測定

・ 個別に識別可能な役務の特定

（移転された資産と交換で１つ又

は複数の役務を提供する場合）

・ 収益の認識

・ 顧客からの現金の移転に対する

会計処理

筆者は、 IASBの実務研究員

（PracticeFellow）として、主にIFRIC

や基準改訂などの実務的なプロジェ

クトに従事している。文中の意見に

わたる部分は、筆者の見解であるこ

とをあらかじめお断りしておく。

本解釈指針で最も注目すべきは、

契約に含まれる個別識別可能役務の

特定と収益認識について、IAS第18

号「収益」より踏み込んだガイドラ

インを示し、複数の適用例を具体的

に示している点にある。特に、移転

契約後に提供されるサービス価格が

移転契約により決定されているのか、

それとも規制又はライセンスによる
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ものなのか、取引の本質を見極める

ことが会計処理（収益認識時点）を

決定する点を強調しておきたい。ま

た、資産を移転した顧客に対して継

続的サービスの提供義務が存在する

のは、顧客が物品及び役務に対する

何らかの排他的権利（例えば、低廉

な価格）を資産と引換えに入手した

場合と考える思考方法などは、今後

の収益認識に関する新しい会計基準

の考え方（権利義務による見地）1

とも整合している。

次に、フレームワークが定める資

産の定義について最新の解釈を提供

している点でも意義がある。そのほ

か、IAS第16号第24項（交換取引に

おける有形固定資産の取得原価測定）

とIAS第18号（異種の物品又は役務

との交換における収益認識）の測定

金額（公正価値）の関係、IFRIC第

12号の適用範囲にあるサービス譲与

契約との違いなども明確化されてい

る。

本解釈指針が関連する会計基準は、

下記のとおりである。

・ 財務諸表の作成及び表示に関す

るフレームワーク

・ IFRS第１号「国際財務報告基準

の初度適用」（2008年改正）

・ IAS第８号「会計方針、会計上

の見積りの変更及び誤謬」

・ IAS第16号「有形固定資産」

・ IAS第18号「収益」

・ IAS第20号「政府補助金の会計

処理及び政府援助の開示」

・ IFRIC第12号「サービス譲与契

約」

IFRICは、企業が顧客より有形固

定資産の移転（transfer）を受けた

場合の会計処理について、ガイダン

スを提供するようリクエストを受け

た。移転された有形固定資産を公正

価値で認識する企業もある一方、取

得原価をゼロで認識する企業もある

など、実務上のばらつき（diver-

genceinpractice）が認められた。

さらに、資産を公正価値で計上する

企業においても、対応する貸方の処

理を即時収益認識する企業もあれば、

一定の役務提供期間で収益認識する

企業もあるなど、実務上のばらつき

が認められた。そこで、IFRICは解

釈指針を作成することを決定した。
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３ 関連する会計基準

４ 背景

１ （電気・ガス・水道・通信の

ような）公益事業業界では、企

業は、顧客がネットワークに接

続するために使用しなければな

らず、電気・ガス・水道のよう

な物品の供給への継続的なアク

セスを提供するために使用しな

ければならない有形固定資産を

顧客より受け取ることがある。

有形固定資産の代わりに、企業

がそのような有形固定資産の項

目の取得又は建設に使用しなけ

ればならない現金の拠出を受領

することがある。顧客は、一般

的に、利用に応じて物品又は役

務の購入に対する追加的な金額

を支払うことを要求される。

２ 顧客からの資産の移転は、公

益事業以外の業界においても生

じることがある。例えば、IT機

能を外部委託しようと考える企

業が、既存の有形固定資産をア

ウトソーシング提供業者（out-

sourcingprovider）に移転する

場合である。

３ 場合によっては、資産の譲渡

人は最終的に物品・役務を供給

するための継続的なアクセスを

有し、物品・役務を受け取る企

業ではないかもしれない。しか

しながら、便宜上、本解釈指針

は資産を譲渡する企業を顧客と

呼んでいる。

５ 範囲

４ 本解釈指針は、有形固定資産

の移転に関する会計処理につい

て、顧客から資産を受け取る企

業に対して適用される。

５ 本解釈指針が対象とする契約

とは、顧客がネットワークに接

続するために使用しなければな

らず、若しくは・かつ、電気・

ガス・水道のような物品の供給

への継続的なアクセスを提供す

るために使用しなければならな

い有形固定資産を顧客より受け

取ることを取り決めているよう

な契約である。

６ 本解釈指針は、顧客がネット

ワークに接続するために使用し

なければならず、若しくは・か

つ、電気・ガス・水道のような

物品の供給への継続的なアクセ

スを提供するために使用しなけ

ればならない有形固定資産を顧

客より建設又は取得するために

充てることを要求される現金を

受領する契約にも適用される。

７ 本解釈指針は、移転がIAS第

20号に定義される政府補助金で

ある場合、若しくはIFRIC第12
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有形固定資産の移転に関する会計

処理については、顧客から資産を受

け取る企業側と顧客側の会計処理が

あるが、IFRICは前者のみを扱うこ

ととした。これは、主な会計上の論

点は、資産を受け取る企業がいかに

収益認識を行うべきかにあるためで

ある。

解釈指針案に対するコメントの中

には、適用範囲に関するものが多数

集まった。例えば、無形資産の移転

の場合でも同様の結論に至るかなど

の質問もあったが、IFRICは、解釈

指針の適用範囲を広げないこととし

た。しかし、IAS第８号に基づく類

推適用（applicationbyanalogy）を

妨げないとした。また、コメントの

中には、公益事業以外の業界でも本

適用指針が適用されるかについての

質問があったが、IFRICは、公益事

業以外の業界においても本適用指針

が適用されることがあると確認した。

さらに、IFRIC第12号「サービス譲

与契約」やIAS第20号「政府補助金

の会計処理及び政府援助の開示」と

の適用範囲の重複について懸念を有

するコメントが多数集まった。IFRIC

第12号の適用範囲にある、官から民

へのサービス譲与契約においては、

譲与者（政府などの官）がインフラ

ストラクチャーを支配する。言い換

えれば、営業者たる民は支配しない。

したがって、IFRICは、IFRIC第12

号の適用範囲にあるサービス譲与契

約に使用されるインフラストラクチャー

の移転に関する契約については、本

解釈指針は適用されないと結論した。

また、IFRICは、顧客からの資産の

移転はIAS第20号第３項に定める政

府補助金の定義を満たさないことか

ら、IAS第20号は適用されないこと

を明確化した。

資産認識要件を検討するに当たり、

当初、解釈指針案は継続中の契約に

リースを含んでいるかどうかの決定

をするべきとしていた2。コメンテー

ターからの当該ステップに対する複

雑性に対する懸念に対応し、IFRIC

はステップを簡素化した。リースに

関する検討は行わずに、誰が資産を
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号の適用範囲内にあるサービス

譲与契約で使用される施設であ

る場合の契約には適用されない。

６ 論点

８ 本解釈指針は以下の論点を取

り扱う。

� 資産の定義を満たしているか

� 資産の定義を満たしている

場合、移転された有形固定資

産を当初、いくらの金額で測

定すべきか

� 有形固定資産が当初認識で

公正価値によって測定される

場合、それに伴う貸方勘定は

どのように処理すべきか

� 企業は、顧客からの現金の

受領をどのように会計処理す

べきか

７
資産の定義を

満たしているか

９ 企業が有形固定資産を顧客か

ら移転（transfer）により取得

する場合、企業は、移転された

対象物がフレームワークに定め

る資産の定義を満たすか否かを

検討しなければならない。フレー

ムワーク第49�項は、「資産と

は、過去の事象の結果として当

該企業が支配し、かつ、将来の

経済的便益が当該企業に流入す

ることが期待される資源をいう。」

としている。通常、企業は、有

形固定資産の移転された対象物

について所有権を有することに

なると考えられる。しかしなが

ら、資産の存在を決定するに当

たり、所有権は決定的な要件に

ならない。したがって、顧客が

移転された物件を支配し続ける

場合、所有権移転の事実にかか

わらず、譲受け企業において資

産の定義は満たされないことに

なる。

10 資産を支配する企業が、一般

的に、当該資産を意のままにす

ることができる。例えば、資産

を支配する企業は、他の資産と

の交換、物品・役務を生産する

活動への投入、代金を対価とす

る他者への使用供与、負債決済

手段としての使用、株主に対す

る分配など、自由に資産を使用

することができる。顧客より有

形固定資産を移転により受け取

る企業が、移転された資産につ

いて支配の有無を評価する際に、

関連するあらゆる事実と状況を

考慮しなければならない。例え

ば、企業は移転された有形固定

資産を１つ又は複数の役務を顧

客に提供するために使用しなけ

ればならないが、企業は、移転

された有形固定資産をいかに運

用し保守するか、また、いつ取

り替えるかについて決定権を有

することがある。このような場

合、通常、企業は、移転された

有形固定資産を支配していると

結論するであろう。
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支配（Control）しているかに焦点

を当てることとした。解釈指針は、

フレームワーク第49�項に定める資

産の定義に基づくガイダンスを提供

するとともに、同第55項及び第57項

について追加的なガイダンスを提供

している。

IFRICは、通常の取引において、

有形固定資産は何かと交換されてい

ると結論した。その何かとは、例え

ば、ネットワークへの接続などの役

務提供、物品又は役務の提供への継

続的なアクセスなどである。IFRIC

は、IAS第16号第24項及びIAS第18

号第12項3は、係る交換取引におい

て同様の測定属性を有することを認

識した。すなわち、初期測定におい

て受領した資産を公正価値で初期認

識するということである。したがっ

て、企業が資産の定義を満たしてい

ると判断すれば、IAS第16号第７項

に基づき、移転された資産を有形固

定資産として認識し、同第24項に従

い公正価値で初期認識しなければな

らないとした。

解釈指針案4は、有形固定資産と

の交換で提供されるサービスで提供

されるサービスが１つであるとの認

識を示していた。それは、物品又は

役務に対する継続的なアクセスの供

給である。顧客から資産を受け取る

企業が移転の結果、常に物品又は役

務に対する継続的なアクセスの供給

義務を負うことになるのかについて、

公益事業企業を含む多くのコメンテー

ターが疑問を有した。例えば、公益

事業を営む企業が、法律若しくは規

制の要求により、全顧客に対して同

一価格にてアクセス提供しなければ

ならない場合、ひとたびネットワー

クに対する接続サービスが完了すれ

ば、企業はこれ以上の債務を有さな

いはずである。彼らは、資産を移転

した顧客に対する継続的サービスの

提供義務が存在するのは、顧客が物

品及び役務に対する何らかの排他的

権利（例えば、低廉な価格）を資産

と引換えに入手した場合のみである
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８
移転された有形固定資産
を当初にいくらの金額で
測定すべきか

11 企業が資産の定義を満たして

いると結論する場合、IAS第16

号第７項に従い、企業は移転さ

れた資産を有形固定資産として

認識し、同第24項に従い初期認

識に際して取得原価を公正価値

で測定しなければならない。

９ 貸方勘定の会計処理

12 これからの議論の前提は、有

形固定資産を受け取る企業が移

転された項目を第９－11項に従っ

て認識し測定するべきと結論し

ていることである。

13 IAS第18号第12項は、「異種

の物品や役務と交換するために

物品が販売され又は役務が提供

される場合には、当該交換は収

益を生み出す取引とみなされる。」

としている。本解釈指針の適用

範囲内にある契約の条件に従い、

有形固定資産の移転は異種の物

品又は役務との交換であるであ

ろう。したがって、企業は、IAS

第18号に従い収益を認識しなけ

ればならない。

10個別認識可能役務の特定

14 企業が移転された固定資産と

の交換により、１つ以上の役務

を提供することに合意すること

がある。そのような役務とは、

例えば、顧客をネットワークに

接続する、物品又は役務の供給

のために継続的なアクセスを提

供する、若しくはその両方であ

る。IAS第18号第13項の規定に

従い、企業は、契約に含まれる

個別認識可能役務を特定しなけ

ればならない。

15 ネットワーク接続サービスが

個別認識可能役務である、とい

うことを示す特徴は下記を含む。

� サービス接続が顧客に提供

されており、その顧客にとっ

て独立した価値（stand-alone

value）があること。

� サービス接続の公正価値を

信頼して測定できること。

16 物品又は役務の供給のために

継続的なアクセスを提供するこ

とが個別認識可能役務である、

ということを示す特徴は次のと

おりである。将来において、移

転を実行する企業が継続的なア

クセス若しくは物品・役務、又

はその両方を、資産移転がない

場合に課される料金よりも低い

価格で提供を受けること。

17 反対に、資産移転契約によっ

てではなく、ライセンスや規制

により顧客に継続的アクセスを

提供する義務を示す特徴とは、

継続的なアクセス若しくは物品・

役務、又はその両方のために、

移転を実施する顧客が（移転を

実施しない）通常の顧客と同一

料金を支払っている場合である。
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と主張した。コメンテーターは、

IFRICに対して、IAS第18号に基づ

くアプローチで収益認識を再検討す

るべきとした。

そこでIFRICは、再協議において、

企業は移転された有形固定資産との

交換で、１つ若しくは２つの役務提

供を合意している場合があることを

認識した。その役務とは、顧客をネッ

トワークに接続する、物品又は役務

の供給のために継続的なアクセスを

提供する、若しくはその両方である。

１つの契約の中で特定される個別認

識可能役務は事実と状況によること

から、判断の問題と結論した。この

結論は、解釈指針案における単一サー

ビス提供の考えとは大きく変更され

た点であり、解釈指針を最終化する

上での最大のヤマ場であった。IFRIC

は、IAS第18号における実務的見地

による弱点とは、IAS第18号が、複

数サービスの提供が含まれる契約に

関して十分なガイダンスを提供して

いないことであることを認識した。

そこでIFRICは、IAS第18号第13項

に基づくガイダンスを提供して、移

転された資産との交換で提供される

役務の特定に役立てることとした。

このため、解釈指針第15項から第17

項が役務特定の指標を提供するため

に追加され、また、適用例が新たに

提供されることとなった。

IFRICは、もし、１つ以上の個別

認識可能役務が特定できる場合、

IAS第18号第13項の要求により、契

約による受取対価合計の公正価値は

個々の役務に配分され、IAS第18号

の認識要件は個々の役務ごとに適用

されなければならないと結論した。

IFRIC第12号「サービス譲与契約」

及びIFRIC第13号「カスタマーロイ

ヤリティープログラム」が、いかに

契約による受取対価合計の公正価値

は個々の役務に配分されるかについ

てガイダンスを提供していることか

ら（IFRIC第12号第13項及びIFRIC

第13号第５項－第７項）、本解釈指

針第19項は、このような配分が必要

なのは複数の役務が提供される場合

であることをリマインドしている。

もし、契約において継続的役務が

個別認識可能であれば、企業は収益

認識期間を特定しなければならない。

解釈指針案第20項では、「企業が、

拠出された資産を使用して物品又は

役務の供給へのアクセスを提供する

債務を有する期間は、資産の経済的

耐用年数よりも短いであろうが、長

くなることはありえない。」として

いた。コメンテーターは、収益認識

期間が契約の条件によって決定され

ることがあり得るかどうか、また、

なぜ資産の経済的耐用年数よりも長

くなることはあり得ないのか、につ

いて明確化するようIFRICに対して

求めた。

IFRICは、一般的に、継続的役務

に関する収益の認識期間は、顧客と

の契約の条件によって決定されるこ

とを明確化した。もし、契約が期間

を特定していないのであれば、IFRIC

は、その役務収益は、継続的役務提

供に使用される（移転された）資産

の耐用年数を超えない期間で認識さ

れなければならないことを再確認し

た。企業は、資産の耐用年数期間だ

け、物品又は役務の提供のために継

続的なアクセスを提供するために移

転された資産を使用することができ

るためである。資産が取り替えられ

た後に存在する義務は、当初の移転

によるものではなく、企業の営業ラ

イセンスの条件、若しくは規制によ

るものであるためである。

解釈指針案第24号は、収益を測定

する上で貨幣の時間価値を考慮すべ

きとしていたが、ほとんどのコメン

テーターが反対したことから、

IFRICは最終的に撤回した。IAS第

18号第11項は、支払いが繰り延べら

れるときのみ貨幣の現在価値を考慮

することを要求している。
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11収益認識

18 もし、１つの役務しか特定で

きなかった場合、企業はIAS第

18号第20項に従い、その役務を

提供したときに収益を認識しな

ければならない。

19 もし、１つ以上の個別認識可

能役務が特定できる場合、IAS

第18号第13項の要求により、契

約による受取対価合計の公正価

値は個々の役務に配分され、

IAS第18号の認識要件は個々の

役務ごとに適用されなければな

らない。

20 もし、継続的役務が契約の一

部として認識される場合、通常、

その役務の収益認識期間は顧客

との契約条件により決定される。

もし、契約が役務提供期間を特

定していない場合、その役務収

益は、継続的役務提供に使用さ

れる（移転された）資産の耐用

年数を超えない期間で認識され

なければならない。

12現金受領の会計処理

21 顧客より現金を受領する企業

は、第６項に従い契約が本解釈
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IFRICは、基本的に、現金の移転

に関するIFRICの提案を支持した。

しかし、コメンテーターは、現金の

移転が解釈指針の適用範囲内になり

得る状況を明確化するよう、IFRIC

に要求した。再協議において、

IFRICは、有形固定資産の代わりに

顧客から現金を受領する契約に関す

る会計処理を議論した。IFRICは、

解釈指針案の見解を再確認した。す

なわち、現金が有形固定資産の建設

又は取得に使用されなければならず、

そして、企業がその有形固定資産を

使用して顧客に物品又は役務を提供

しなければならない場合、現金移転

の経済的効果は、有形固定資産の移

転の経済効果と同様であるというこ

とである。

本解釈指針の公表に伴い、IFRS

第１号が改訂されている。IFRS初

度適用者は、IFRS移行日前のいかな

る日付を指定し、その指定日以後に

発生したすべての顧客からの資産の

移転にIFRIC第18号を適用すること

ができる。

【例１】

IE１ 不動産開発会社が、電気ネッ

トワークに接続されていない地域

にて住宅団地を建設している。電

気ネットワークにアクセスするた

めには、不動産開発会社は（川下

の）変電所（substation）を建設

した上で、この変電所を送電に責

任を有すネットワーク企業（電力

会社）に移転することが必要であ

る。この例では、電力会社は、移

転された変電所が資産の定義を満

たしていると結論している。電力

会社は、変電所を利用して住宅団

地の個々の家を電気ネットワーク

（配電線）に接続する。このケー

スでは、家の所有者は当初に変電

所を移転していないものの、最終

的にネットワークを利用して電気

の供給を受けている。規制により、

電力会社は、ネットワークのすべ

ての利用者に対して、資産の移転

の有無を問わず、同一価格にてネッ

トワークへの継続的なアクセスを

提供する義務を負っている。した

がって、資産を電力会社に移転す

るネットワーク利用者は、そうで

ない利用者と同一価格を支払う。

ネットワーク利用者は、その電力

会社以外の供給業者より電気を購

入することを選択することができ

るが、電気の供給にアクセスする

ためには、電力会社のネットワー

クを使用しなければならない。

IE２ 若しくは、電力会社は変電所

を建設して、不動産開発会社より

変電所を建設するために現金の移

転を受けたとする。現金移転金額

は変電所建設コスト合計と必ずし

も一致しない。変電所は電力会社

の資産として残存しているとする。

IE３ この例において、本適用指針

は、不動産開発会社か変電所を受

け取る電力会社に適用される。電

力会社は、有形固定資産として変

電所を認識し、IAS第16号に従っ

て初期認識の際に公正価値（若し

くはIE第２項では変電所の建設費

用）で取得原価を認識する。資産

を電力会社に移転したネットワー
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指針の適用範囲内にあるかどう

かを評価しなければならない。

適用範囲内にある場合、企業は、

建設又は取得した有形固定資産

が第９項及び第10項に従い、資

産の定義を満たしているかどう

かを評価しなければならない。

資産の定義を満たしている場合、

企業は、有形固定資産をIAS第16

号に従い取得原価で認識し、本

解釈指針第13項から第20項に従

い収益を顧客からの現金受取金

額にて認識しなければならない。

13発効日及び経過規定

22 企業は、本解釈指針を2009年

７月１日以降に受け取る資産の

移転について将来的に適用され

なければならない。過去の移転

に本指針を適用するのに必要な

評価額等の情報を移転発生時点

において入手していたのであれ

ば、早期適用も認められる。企

業は本解釈指針を適用した日付

を開示しなければならない。

14関連会計基準の改訂

15適用例

IE１のイメージ図

有形固定資産（変電所）の

移転

不動産開発会社

（顧客）

初期接続サービス

電力会社

（ネットワーク企業）
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ク利用者が、資産移転をしていな

い利用者と同じ電気ネットワーク

利用代金を支払っているという事

実が、ネットワークへの継続的ア

クセス供給義務が取引における個

別識別可能役務ではないというこ

とを示している。むしろ、家をネッ

トワークに接続することが、変電

所との交換で提供された唯一の役

務である。したがって、電力会社

は、IAS第18号第20項に従い、家

がネットワークに接続した時点で、

変電所の公正価値（若しくはIE第

２項の例では不動産会社から受領

した現金の金額）にて交換取引に

よる収益を認識すべきである。

【例２】

IE４ 住宅建築会社が、１軒の家を

主要都市の再開発地区に建築する。

この家の建設の一環として、建築

会社は、家の前の主要水道より家

まで引込水道管を敷設する。引込

水道管は当該家の土地中に敷設さ

れることから、家主は引込水道管

へのアクセスを制限できる。さら

に、家主は引込水道管の保守に責

任を負っている。この例において、

水道会社にとって、引込水道管は

資産の定義を満たしていないと考

えられる。

IE５ 若しくは、住宅建築会社が複

数の住宅を建築し、共有地又は公

共地に引込水道管を敷設するとす

る。住宅建築会社は引込水道管に

対する所有権を水道会社に移転し、

水道会社が引込水道管の保守に責

任を負うとする。この例において、

水道会社は引込水道管を支配

（control）していると考えられる

ため、水道会社は引込水道管を資

産として認識しなければならない。

【例３】

IE６ アウトソーシングサービスを

提供する企業が、顧客とITファン

クションに関するアウトソーシン

グ契約を締結する。契約の一環と

して、顧客は企業に対して既存の

IT機器の所有権を移転する。当初

より、企業はアウトソーシング契

約で定められる役務を提供するた

めに、このIT機器を使用しなけれ

ばならない。企業はIT機器を保守

する責任を負い、企業の決定によ

り新機器へ取り替える責任も負っ

ている。IT機器の耐用年数は３年

と見積もられている。アウトソー

シング契約の要求により、顧客は

今後10年間、IT機器を移転しない

場合に課されたであろう料金より

も廉価な料金で役務の提供を受け

る。

IE７ この例において、IT機器はア

ウトソーシングサービス提供企業

の資産であると考えられる。した

がって、企業は、当該機器を資産

として認識し、IAS第16号第24項

に従って、公正価値にて取得原価

の当初認識をしなければならない。

アウトソーシング契約の要求によ

り、顧客はIT機器を移転しない場

合に課されたであろう料金よりも

廉価な料金で役務の提供を受ける

という事実は、この役務が契約に

含まれる個別認識可能役務である

ことを示している。この事実はま

た、IT機器の移転との交換で提供

される唯一の役務であることを示

している。したがって、企業は、

役務提供時に（すなわち、アウト

ソーシング契約に定める10年間で）

交換取引より発生する収益を認識

しなければならない。

IE８ 若しくは、当初の３年間経過

後にIT機器が新機器へ取り替えら

れたという事実をもって、アウト

ソーシング契約に基づいて企業が

課す料金が値上げされたとする。

IE９ このケースでは、アウトソー

シング契約に基づいて提供される

役務の当初の廉価な料金は、移転

された機器の耐用年数を反映して

いると考えられる。この理由によ

り、企業は、交換取引より生じる
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IE５のイメージ図

有形固定資産（引込水道管）

の移転

住宅建築会社

（顧客）

サービスの提供

水道会社

IE６のイメージ図

有形固定資産（IT機器）の

移転

顧客

アウトソーシングサービス

の提供

アウトソーシング

サービス提供会社
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収益を当初契約時から３年間で認

識しなければならない。

〈注〉

１ IASBディスカッションペーパー

「顧客との契約についての収益認

識に関する予備的見解」2008年12月。

２ 解釈指針案第24項「顧客負担

（CustomerContributions）」では、

「継続中の契約にリースを含んで

いるかどうかの決定」（第12項－

第15項）が下記のとおり提案され

ていた。「顧客負担があった結果

として資産を受領した企業は、当

該資産を使用して物品又は役務の

供給へのアクセスを提供するとい

う継続中の契約にリースが含まれ

ているかどうかを査定しなければ

ならない。契約がリースであるか、

また、リースを含んでいるかの決

定は、契約の実質に基づかなけれ

ばならない。この査定は、IAS第

17号及びIFRIC第４号に従って行

わなければならない。継続中の契

約にリースが含まれていると判断

する企業は、IAS第17号に従って、

そのリースがオペレーティング・

リースかファイナンス・リースか

を査定しなければならない。企業

は、顧客負担の結果として資産を

受領しており、同時に締結された

継続中の役務契約がファイナンス・

リースを含んでいると決定するこ

とがあろう。このような場合、契

約を全体的に考慮する場合には、

企業は認識する資産を有さない。

企業は、ファイナンス・リースに

よって顧客に当該資産を返還する

ことで、物品又は役務の供給への

アクセスを顧客に提供するという

債務を清算することになる。資産

が認識され、その後、直ちに負債

が清算されるため、企業は、拠出

も、またアクセスを提供するとい

う債務のいずれも認識しない。継

続中の役務契約がオペレーティン

グ・リースを含んでいると決定す

る企業は当該リースをIAS第17号

に従って会計処理する。」

３ IAS第18号第12項は、「異種の

物品や役務と交換するために物品

が販売される、又は役務が提供さ

れる場合には、当該交換は収益を

生み出す取引とみなされる。当該

収益は、受領される物品又は役務

の公正価値により測定される」と

している。

４ 解釈指針案（第11項）は、「顧

客負担の定義を満たす資産を受領

する企業は、物品又は役務の供給

へのアクセスを提供する債務を有

する。その債務は、財政状態報告

書で認識し、受領した拠出の公正

価値で当初認識を行わなければな

らない。その債務は、物品又は役

務の供給へのアクセスが提供され

るに応じて、減額され、収益が認

識されなければならない。」とし

ていた。また、第16項から第18項

は、「収益が認識される期間は、

企業が拠出された資産を使用して

物品又は役務の供給へのアクセス

を提供し続ける債務を有する期間

である。物品又は役務の供給への

アクセスを提供する債務は、資産

の拠出者又は他の当事者に対して

である。それらの当事者は拠出が

行われた時点で識別されている場

合とされていない場合がある。ア

クセスを提供するという債務は、

契約から生じるであろう。また、

それは法律や規則から生じること

もあろう。例えば、公共事業提供

者に対し居住用財産の占有者に物

品又は役務に対するアクセスを提

供することを継続するように要求

する法律は、アクセスを提供する

債務を生じさせる。」 としていた。
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